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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　既設の手動バルブの手動操作部に空気圧を駆動源とする空気モータの出力軸を機械的に
連結し、前記手動バルブを遠隔操作するように構成されたバルブ遠隔操作装置において、
　接点情報端末部と接点情報操作部との間で無線を介して授受される操作信号により操作
される電磁弁を設け、
　前記空気モータを回転駆動する空気圧が前記電磁弁を介して供給されることを特徴とす
るバルブ遠隔操作装置。
【請求項２】
　前記接点情報操作部は、前記接点情報端末部から伝送される接点情報を前記電磁弁を駆
動可能な電気信号に増幅する手段を有することを特徴とする請求項１記載のバルブ遠隔操
作装置。
【請求項３】
　前記電磁弁は、ダブルラッチ形であることを特徴とする請求項１または２に記載のバル
ブ遠隔操作装置。
【請求項４】
　前記空気モータの全開、全閉を検出するリミットスイッチから出力されるリミット制御
用空気圧を検出して接点情報を出力するリミット検出スイッチを設け、
　前記接点情報操作部には前記リミット検出スイッチから出力される接点情報を読み込む
接点情報読込手段を設け、
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　前記接点情報端末部には前記接点情報読込部に読み込まれた接点情報がオンになったこ
とを確認するとその接点情報をオフに遷移させる接点情報解析手段を設けたことを特徴と
する請求項１～３のいずれかに記載のバルブ遠隔操作装置。
【請求項５】
　前記電磁弁として用いられる本質安全防爆対応電磁弁と、
　これら電磁弁のソレノイドを駆動する電圧電流が本質安全防爆として決められた値を超
えないように制限する１系統の電圧電流制限部と、
　この電圧電流制限部で制限される所定の出力を駆動すべきソレノイドの端子に選択的に
接続する出力端子切替部、
を設けたことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載のバルブ遠隔操作装置。
【請求項６】
　前記駆動源としての空気圧を測定モニタする圧力モニタ、前記手動バルブの変位を検出
する変位センサ、前記電磁弁周辺の温度を検出する温度センサ、前記空気モータの作動音
を検出してその音響情報を解析する音響情報検出解析手段、各部を駆動するバッテリを補
完する電源としての環境発電機能部の少なくともいずれかを設けたことを特徴とする請求
項１～５のいずれかに記載のバルブ遠隔操作装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バルブ遠隔操作装置に関し、既設バルブの遠隔操作に有効な装置に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　たとえば工場プラントで使用されているタンク元弁は、地震や津波などの災害発生時に
は、プラント設備の安全維持や、タンク貯蔵危険物の流出を防止するために、迅速に閉じ
る必要がある。そして、プラント設備の安全が確認できて運転を再開する場合には、タン
ク元弁を開けることになる。
【０００３】
　ところで、タンク元弁として手動バルブが設けられている場合には、作業者が設置現場
に出向いて、手動操作で開閉しなければならない。このため、プラントの規模や構成によ
っては、タンク元弁の手動操作が現実的ではなくなる場合もある。
【０００４】
　そこで、たとえば図１１に示すように、既設の手動バルブ１０に空気圧を駆動源とする
空気モータを用いた自動開閉器２０を付加することにより、遠隔操作監視を実現すること
が実用化されている。
【０００５】
　図１１において、自動開閉器２０は、空気圧を駆動源とする空気モータ２１と、空気モ
ータ２１を駆動する空気圧の供給回路を切り換えることにより回転方向を切り換える空気
回路切換弁２２とで構成されている。空気モータ２１の出力軸２１ａは、手動バルブ１０
の手動操作部１１に機械的に連結されている。
【０００６】
　自動開閉器２０には、空気源３０と、自動開閉器２０の操作システム４０を構成する操
作パネル４１が接続されている。空気源３０は、これら自動開閉器２０および操作パネル
４１に、駆動用空気圧および制御用空気圧を供給する。
【０００７】
　さらに、自動開閉器２０には、手動バルブ１０が開側リミット位置に達したら切り換え
る開側リミットスイッチや、閉側リミット位置に達したら切り換える閉側リミットスイッ
チ、開側リミットスイッチからの空気圧によりエアーモータへの回路を切り換える開側切
換弁、閉側リミットスイッチからの空気圧によりエアーモータへの回路を切り換える閉側
切換弁などが設けられているが、図示しない。
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【０００８】
　操作システム４０は、操作パネル４１と、計器室４２と、これら操作パネル４１と計器
室４２を接続する制御信号線４３などで構成されている。
【０００９】
　操作パネル４１には、計器室４２から入力される電磁弁開信号または電磁弁閉信号によ
り自動開閉器２０の空気回路切換弁２２を切り換えて空気モータ２１に供給する空気圧の
開閉操作を行う電磁弁、レバー操作により手動バルブ１０の設置現場での操作と計器室６
０からの遠隔操作とを切り換える操作切換バルブ、レバー操作により空気回路を切り換え
て空気モータに供給する空気圧の開閉操作を行うの開閉操作バルブ、自動開閉器２０の開
側切換弁に制御用空気圧を出力する開側シャトルバルブ、自動開閉器２０の閉側切換弁に
制御用空気圧を出力する閉側シャトルバルブ、開側リミットスイッチの動作状態を表示す
る開表示エアーランプ、閉側リミットスイッチの動作状態を表示する閉表示エアーランプ
などが設けられているが、図示しない。
【００１０】
　このような構成において、操作パネル４１に設けられている操作切換バルブが計器室４
２からの遠隔操作に切り換えられて、計器室４２から操作パネル４１に入力される電磁弁
開信号がＯＮになって操作パネル４１に設けられている電磁弁が開側に動作すると、空気
源３０から操作パネル４１に入力される駆動制御用空気圧が開側シャトルバルブおよび開
側切換弁を経由して空気回路切換弁２２の開側に到達する。この結果、空気回路切換弁２
２が開側に切り換えられて空気源３０から自動開閉器２０に入力される駆動制御用空気圧
が空気モータ２１の開側に供給され、空気モータ２１は開側に回り出す。
【００１１】
　空気モータ２１が開側リミット位置に達して開側リミットスイッチが切り替わると、リ
ミット制御用空気圧が開側切換弁に伝わって開側切換弁が閉側に切り換わり、駆動制御用
空気圧が空気モータ２１に達しなくなる。その後、適当なタイミングで計器室４２から操
作パネル４１に入力される電磁弁開信号がＯＦＦになると、電磁弁は開側から中央位置に
戻る。
【００１２】
　空気モータ２１を閉側に操作する場合には、計器室４２から操作パネル４１に入力され
る電磁弁閉信号をＯＮにする。これにより、閉側の回路が動作し、空気モータ２１が閉側
に回り出し、閉側リミットスイッチが切り替わって動作が停止する。
【００１３】
　特許文献１には、弁の開閉制御を無線信号を用いて行う技術が開示されている。
　特許文献２には、通信衛星を用いて、山間僻地などに敷設されているバルブアクチュエ
ータを遠隔制御する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】特開平３－１４９８３号公報
【特許文献２】特開昭６４－４６０７８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　しかし、図１１に示す従来のバルブ遠隔操作装置では、自動開閉器２０の操作システム
４０として、計器室４２からタンク元弁１０の近傍に設けられている操作パネル４１まで
制御信号線４３を敷設しなければならず、操作対象となるタンク元弁１０の数が多くなる
とそれら制御信号線もタンク元弁１０の数に応じて増加することから、制御信号線が輻輳
するとともに、制御信号線の維持管理工数も増大するなどの問題点がある。
【００１６】
　本発明は、これらの問題点を解決するものであり、その目的は、手動バルブに付加され
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る自動開閉器を構成する空気モータを無線信号で駆動制御できるバルブ遠隔操作装置を実
現することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　このような目的を達成するために、本発明のうち請求項１記載の発明は、
　既設の手動バルブの手動操作部に空気圧を駆動源とする空気モータの出力軸を機械的に
連結し、前記手動バルブを遠隔操作するように構成されたバルブ遠隔操作装置において、
　接点情報端末部と接点情報操作部との間で無線を介して授受される操作信号により操作
される電磁弁を設け、
　前記空気モータを回転駆動する空気圧が前記電磁弁を介して供給されることを特徴とす
る。
【００１８】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載のバルブ遠隔操作装置において、
　前記接点情報操作部は、前記接点情報端末部から伝送される接点情報を前記電磁弁を駆
動可能な電気信号に増幅する手段を有することを特徴とする。
【００１９】
　請求項３記載の発明は、請求項１または２記載のバルブ遠隔操作装置において、
　前記電磁弁は、ダブルラッチ形であることを特徴とする。
【００２０】
　請求項４記載の発明は、請求項１～３のいずれかに記載のバルブ遠隔操作装置において
、
　前記空気モータの全開、全閉を検出するリミットスイッチから出力されるリミット制御
用空気圧を検出して接点情報を出力するリミット検出スイッチを設け、
　前記接点情報操作部には前記リミット検出スイッチから出力される接点情報を読み込む
接点情報読込手段を設け、
　前記接点情報端末部には前記接点情報読込部に読み込まれた接点情報がオンになったこ
とを確認するとその接点情報をオフに遷移させる接点情報解析手段を設けたことを特徴と
する。
【００２１】
　請求項５記載の発明は、請求項１～４のいずれかに記載のバルブ遠隔操作装置において
、
　前記電磁弁として用いられる本質安全防爆対応電磁弁と、
　これら電磁弁のソレノイドを駆動する電圧電流が本質安全防爆として決められた値を超
えないように制限する１系統の電圧電流制限部と、
　この電圧電流制限部で制限される所定の出力を駆動すべきソレノイドの端子に選択的に
接続する出力端子切替部、
を設けたことを特徴とする。
【００２２】
　請求項６記載の発明は、請求項１～５のいずれかに記載のバルブ遠隔操作装置において
、
　前記駆動源としての空気圧を測定モニタする圧力モニタ、前記手動バルブの変位を検出
する変位センサ、前記電磁弁周辺の温度を検出する温度センサ、前記空気モータの作動音
を検出してその音響情報を解析する音響情報検出解析手段、各部を駆動するバッテリを補
完する電源としての環境発電機能部の少なくともいずれかを設けたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明のバルブ遠隔操作装置によれば、手動バルブに付加される自動開閉器を構成する
空気モータを無線信号で駆動制御できる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
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【図１】本発明に係るバルブ遠隔操作装置の一実施例の構成図である。
【図２】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図３】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図４】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図５】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図６】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図７】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図８】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図９】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図１０】本発明の他の実施例を示す構成図である。
【図１１】従来のバルブ遠隔操作装置の構成例を示した図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　図１は本発明に係るバルブ遠隔操作装置の一実施例の構成図であり、図１１と共通する
部分には同一の符号を付けている。
【００２６】
　図１において、既設の手動バルブ１０に付加されている自動開閉器２０は、無線操作シ
ステム５０により遠隔操作駆動される。無線操作システム５０は、手動バルブ１０および
自動開閉器２０の設置現場から離れた場所で操作される接点情報端末部５１と、手動バル
ブ１０および自動開閉器２０の設置現場周辺に設けられる接点情報操作部５２および操作
弁５３とで構成されている。
【００２７】
　接点情報端末部５１は、無線送受信部５１ａと、接点情報入力部５１ｂとを含むもので
あって、接点情報操作部５２との間で無線を介して操作信号の授受を行う。なお、接点情
報端末部５１を駆動する電源部は図示しない。
【００２８】
　接点情報操作部５２は、無線送受信部５２ａと、接点情報出力部５２ｂと、接点情報変
換部５２ｃと、電源部５２ｄを含むものであって、接点情報端末部５１との間で無線を介
して授受される操作信号に基づき、操作弁５３を開閉駆動する。
【００２９】
　操作弁５３は、開側電磁弁５３ａと、閉側電磁弁５３ｂとで構成されている。空気源３
０から入力される駆動制御用空気圧は、開側電磁弁５３ａを介して空気回路切換弁２２の
開側に供給されるとともに、閉側電磁弁５３ｂを介して空気回路切換弁２２の閉側に供給
される。なお、これら開側電磁弁５３ａおよび閉側電磁弁５３ｂとしては、ソレノイドコ
イルの励磁により弁を直接駆動する直動形のものを用いる。
【００３０】
　このような構成において、空気モータ２１を開側に動かしたい場合は、接点情報端末部
５１の接点情報入力部５１ｂから接点情報操作部５２に、接点情報出力部５２ｂから開側
電磁弁５３ａに入力される開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐをオンにする接点情報を、無線送受
信部５１ａおよび無線送受信部５２ａを介して伝送する。
【００３１】
　手動バルブ１０および自動開閉器２０の設置現場周辺に設けられている接点情報操作部
５２は、無線送受信部５２ａで無線情報を受信すると、接点情報出力部５２ｂが無線情報
内における開接点情報のオンを認識し、出力する開接点情報をオンに遷移させる。
【００３２】
　接点情報変換部５２ｃは、開接点情報を開側電磁弁５３ａを駆動可能な電圧電流（たと
えば直流２４Ｖ／０．３３Ａ）よりなる開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐに変換する。
【００３３】
　開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐのオンにより開側電磁弁５３ａが駆動されると、空気源３０
から入力される駆動制御用空気圧が空気モータ２１の開側に供給されて空気モータ２１が
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開方向に回り、手動操作部１１が空気モータ２１の出力軸２１ａと機械的に連結されてい
る手動バルブ１０が開側に開いていく。
【００３４】
　なお、手動バルブ１０が開き切るまでの時間は予め把握しておき、その時間が経過後、
接点情報端末部５１の接点情報入力部５１ｂから開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐをオフにする
制御信号を伝送する。これにより、開接点情報はオフになって開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐ
もオフになり、空気モータ２１の回転が停止して手動バルブ１０は開状態で止まることに
なる。
【００３５】
　閉側についても、同様の手順で閉接点情報および閉側電磁弁駆動信号Ｓｃｌを変化させ
ることにより空気モータ２１を閉側に駆動し、手動バルブ１０を閉状態にする。
【００３６】
　これにより、タンク元弁として設けられている手動バルブを、無線により遠隔操作する
ことができ、地震や津波などの災害発生時には迅速に閉じることができる。
【００３７】
　この結果、従来のような計器室４２からタンク元弁１０の近傍に設けられている操作パ
ネル４１までの制御信号線４３の敷設が不要になって操作対象となるタンク元弁１０の数
が多くなっても制御信号線が輻輳することはなく、制御信号線の維持管理工数が発生する
こともない。
【００３８】
　なお、上記実施例では、自動開閉器２０を駆動する電磁弁５３として直動形を使用して
いるため、空気モータ２１を動かしている間は開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐまたは閉側電磁
弁駆動信号Ｓｃｌのオン状態を保ち続ける必要がある。
【００３９】
　ところが、これら開側電磁弁駆動信号Ｓｏｐまたは閉側電磁弁駆動信号Ｓｃｌは、前述
のようにたとえば２４Ｖ＊０．３３Ａ≒８Ｗの電力を必要とする。これを手動バルブ１０
が動作する間（たとえば数秒から長いものでは１分間以上）保つためには、接点情報操作
部５２の電源部５２ｄとして電池を用いる場合には、電池寿命の点で問題がある。
【００４０】
　このような問題は、操作弁５３として用いる直動形電磁弁を、図２に示すようにダブル
ラッチ形に変更することで解決できる。操作弁５３としてダブルラッチ形電磁弁５３ｃ、
５３ｄを用いる場合には、電磁弁５３ｃ、５３ｄの状態を遷移させるときにのみ所定の駆
動電流を流す。たとえば直流２４Ｖタイプの場合では、電流０．２６Ａを０．５秒間流す
ことで、電磁弁の状態を遷移させることができる。
【００４１】
　図２は本発明の他の実施例を示す構成図であって、操作弁５３としてダブルラッチ形電
磁弁５３ｃ、５３ｄを用いた例で、図１と共通する部分には同一の符号を付けている。図
２において、信号遷移検出部５２ｅは、接点情報がオンからオフまたはオフからオンに遷
移する状態を検出し、遷移点から任意の所定時間（本実施例では０．５秒）、開側電磁弁
駆動信号Ｓｏｐまたは閉側電磁弁駆動信号Ｓｃｌをオンにする。
【００４２】
　これにより、接点情報操作部５２の電源部５２ｄとして電池を用いる場合に、電池の寿
命を大幅に伸ばすことができる。
【００４３】
　図３も本発明の他の実施例を示す構成図であり、図２と共通する部分には同一の符号を
付けている。図３において、自動開閉器２０には、空気モータ２１の全開、全閉を検出す
るリミットスイッチが設けられているが、図示しない。そして、自動開閉器２０には、リ
ミットスイッチから出力されるリミット制御用空気圧を検出するリミット検出スイッチ５
４が外付けされている。
【００４４】
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　そして、接点情報操作部５２にはリミット検出スイッチ５４から出力される接点情報を
読み込む接点情報読込部５２ｆが追加され、接点情報端末部５１には接点情報読込部５２
ｆに読み込まれた接点情報を解析する接点情報解析部５１ｃが追加されている。
【００４５】
　開側リミット検出スイッチ５４ａは開側リミットスイッチから出力されるリミット制御
用空気圧を検出することにより接点信号に変換し、閉側リミット検出スイッチ５４ｂは閉
側リミットスイッチから出力されるリミット制御用空気圧を検出することにより接点信号
に変換する。
【００４６】
　これら開側リミット検出スイッチ５４ａおよび閉側リミット検出スイッチ５４ｂから変
換出力される接点信号は接点情報読込部５２ｆで接点情報操作部５２に読み込まれ、無線
送受信部５２ａおよび接点情報端末部５１の無線送受信部５１ａを介して接点情報解析部
５１ｃに伝送される。
【００４７】
　接点情報端末部５１の接点情報解析部５１ｃは、これらリミット制御用空気圧に関連し
た接点情報がオンになったことを確認すると、その接点情報をオフに遷移させるというフ
ィードバックを行う。
【００４８】
　このように空気モータ２１の全開および全閉検出時における開接点情報および閉接点情
報をオフ側に遷移させるように構成することにより、全開および全閉状態を正確に確認で
きるとともに、反対方向への反転起動特性を改善できる。
【００４９】
　図４も本発明の他の実施例を示す構成図であり、図２と共通する部分には同一の符号を
付けている。図４において、自動開閉器２０の空気モータ２１は、操作弁５３として用い
るダブルラッチ形電磁弁５３ｃ、５３ｄから出力される空気圧により直接駆動される。
【００５０】
　これにより、自動開閉器２０の空気回路切換弁２２を省くことができ、ローコスト化が
図れる。
【００５１】
　なお、危険場所で使用する場合には、接点情報端末部５１、接点情報操作部５２、操作
弁５３などを必要に応じて耐圧防爆／本質安全防爆などの防爆対応とする。
【００５２】
　また、上記各実施例では、接点情報操作部５２に無線伝送部と接点情報変換部とを組み
込み一体化した例を示しているが、必要に応じて無線伝送部と接点情報変換部を分割構成
してもよい。
【００５３】
　また、図３の空気モータ２１の空気源３０の空気圧を、図５に示すように圧力センサや
圧力スイッチなどの圧力モニタ５５で測定モニタするようにしてもよい。
【００５４】
　図５において、圧力モニタ５５は、空気源３０の空気圧を測定してその測定値を圧力情
報読込部５２ｇに入力する。圧力情報読込部５２ｇは、圧力モニタ５５の圧力測定値が予
め設定した設定値から逸脱した場合、警報を出力する。
【００５５】
　これにより、たとえば何らかの原因により空気源３０の空気圧が下がった場合に、適切
に対処することができる。
【００５６】
　また、図３の空気モータ２１で駆動される手動バルブ１０の変位量を図６に示すように
変位センサ５６で検出することにより、操作信号で電磁弁を操作した後における手動バル
ブ１０の動作状況を確認診断できる。
【００５７】



(8) JP 5545511 B2 2014.7.9

10

20

30

40

50

　図６において、手動バルブ１０の操作部１１にポテンショメータなどの変位センサ５６
を取り付け、手動バルブ１０の角度、回転数、バルブ軸の上下移動などを検出してその検
出出力を変位情報読込部５２ｈに入力する。変位情報読込部５２ｈは、手動バルブ１０か
ら操作信号が出力された時に実際に手動バルブ１０が動作したかどうかを、変位センサ５
６の検出出力に基づいて確認する。
【００５８】
　これにより、バルブ遠隔操作装置の診断手法として、空気モータ２１を短時間のみ作動
させてその時の変位を検出モニタすることにより、バルブを全閉／全開しなくとも動作確
認を行うことができる。
【００５９】
　また、図３のバルブ遠隔操作装置の周囲温度を図７に示すようにモニタすることで、周
囲温度が電磁弁５３などの動作温度範囲を逸脱した場合に、警報を出すことができる。
【００６０】
　図７において、電磁弁５３の動作温度範囲は、例えば－５℃～５０℃であり、この温度
範囲を逸脱した場合、正常に機能できないことも予想される。そこで、バルブ遠隔操作装
置の周囲温度を温度センサ５７でモニタして、その温度信号を温度情報読込部５２ｉに入
力する。
【００６１】
　これにより、温度センサ５７の温度信号が予め設定した温度範囲を逸脱した場合に、所
定の温度警報を出力することができる。
【００６２】
　また、図３のバルブ遠隔操作装置の空気モータ２１の作動音を図８に示すようにマイク
ロフォンなどの音響センサ５８で検出モニタし、音響情報を解析することにより空気モー
タ２１の状態を診断することができる。
【００６３】
　図８において、空気モータ２１は、作動時に特有の音を発生する。そこで、正常時の作
動音を音響センサ５８でモニタして音響情報読込部５２ｊに予め読み込んで音響情報解析
部５２ｋで解析記録しておき、空気モータ２１を短時間作動させた時の音を音響センサ５
８でモニタして音響情報読込部５２ｊに読み込み音響情報解析部５２ｋで解析して正常時
の解析記録結果と比較することにより空気モータ２１の作動状態が正常か否かを適切に判
断できる。
【００６４】
　また、図３のバルブ遠隔操作装置の電源部５２ｄに図９に示すように太陽電池などの環
境発電機能部１００から電源を給電してもよい。
【００６５】
　図９において、バルブ遠隔操作装置は、バッテリで作動させていることから、バッテリ
の寿命監視、定期交換などが必要となる。これに対して、バッテリを補完する電源として
太陽電池、振動発電、温度差発電などの環境発電機能部１００を利用することで、バッテ
リの寿命を延ばすことができ、比較的短期間の定期交換を不要にできる。
【００６６】
　さらに、図３のバルブ遠隔操作装置の電磁弁として図１０に示すように本質安全防爆対
応電磁弁６３、６４を使用してバルブ遠隔操作装置電気回路を本質安全防爆対応とし、接
点情報出力部の後段に本質安全防爆に対応した１個の電圧電流制限抵抗５２ｋを設け、そ
の電圧電流制限抵抗５２ｋの出力先を出力切替部５２ｍで切り替え可能としてもよい。
【００６７】
　図１０において、ダブルラッチの電磁弁６３、６４にはソレノイドが２個設けられてお
り、そのソレノイドに排他的に概ね１秒程度の電流を流すことで、電磁弁の空気回路切換
弁２２の方向を切り替えることができる。電磁弁は開側６３と閉側６４の２個を備えてい
るので、ソレノイドの数は全部で４個となり、４個のソレノイド全てを排他的に駆動する
ことでバルブ遠隔操作装置の機能を実現できる。
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　また電磁弁には、本質安全防爆対応の製品が市販されているので、バルブ遠隔操作装置
の電気回路を本質安全防爆対応で設計すれば、本質安全防爆対応のバルブ遠隔操作装置が
実現できる。
【００６９】
　本質安全防爆対応の電磁弁は、決められた電圧、電流を超えて印加しないことが防爆上
要求され、通常はソレノイド１個に１台の電圧電流制限装置が必要となる。ところが、１
度に駆動するソレノイドは１個のみであることから、電圧電流制限素子を４台も準備する
のは冗長である。そこで、無線操作システム５０内に１つの電圧電流制限部５２ｋを内蔵
し、電圧電流制限部５２ｋの出力を出力端子切替部５２ｍにより、電流を流したいソレノ
イドが接続された端子に選択的に接続する。なお、出力端子切替部５２ｍも、無線操作シ
ステム５０に組み込まれて遠隔操作駆動される。
【００７０】
　これにより、実装面積が大きくなってしまう電圧電流制限部を１個のみで済ますことが
できる。
【００７１】
　以上説明したように、本発明によれば、手動バルブに付加される自動開閉器を無線信号
で駆動制御することができ、タンク元弁として手動バルブが設けられている場合、地震や
津波などの災害発生時に迅速にタンク元弁を安全方向に回転駆動できる。
【符号の説明】
【００７２】
　１０　手動バルブ（タンク元弁）
　２０　自動開閉器
　　２１　空気モータ
　　　２１ａ　出力軸
　３０　空気源
　５０　無線操作システム
　　５１　接点情報端末部
　　　５１ａ　無線送受信部
　　　５１ｂ　接点情報入力部
　　　５１ｃ　接点情報解析部
　　５２　接点情報操作部
　　　５２ａ　無線送受信部
　　　５２ｂ　接点情報出力部
　　　５２ｃ　接点情報変換部
　　　５２ｄ　電源部
　　５３　操作弁
　　　５３ａ、５３ｃ　開側電磁弁
　　　５３ｂ、５３ｄ　閉側電磁弁
　　５４　リミット検出スイッチ
　　　５４ａ　開側リミット検出スイッチ
　　　５４ｂ　閉側リミット検出スイッチ
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